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事業費（人件費除く）の財源内訳

ソフト事業

活動指標 単位
実績値

H18 H19 H20 H21

目標値

回

実績

年間活動回数

目標

実績

24
24

目標
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A 現状維持
地域ぐるみで人権感覚豊かな人間関係を築くことが同和問題を解決するうえで大きな成果をもたらすことから、子どもや保護者が正しい
認識を持つ基盤をつくるために、参加対象児童のうちで活動に参加していない児童に参加を呼びかけていく必要がある。そのために、活
動の様子や子どもたちの声を「やまびこ通信」などで情報発信するとともに、対象児童に参加募集をした。
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児童館事業経費

子どもを産み育てやすい環境をつくる
目

地域の教育力の向上と子育て支援の充実
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改善についての取り組み

　

評価項目についてのコメント

効率性
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必要性

有効性

4

3

達成度

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
財
源
内
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191
191
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その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

170 170

人0.4

170
　 　
　 Σ

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

参加する児童が、学習会や体験活動などを通して心身共に健全に育ち、保護者の交流から地域の教育力を上げる基盤が
作られる。子どもと共に保護者の繋がりを広げたいという地域の要望もあり継続して実施する必要がある。

人権・環境・平和・自然学習や体験活動を通して、児童の健全育成と人権同和問題に対する基礎づくりを進るめ上で有効で
ある。

計画どおり達成できた。

予算的には、最小の経費で運営すべく工夫している。　社会見学等の保護者費用は参加者負担としている。

(千円)

平成２３年度 計画内容
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事業の成果を測る指標

活動全体の参加児童延べ人数

評価項目 ポイント
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平成２２年度 計画内容平成２１年度 計画内容

40
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平成１８年度 決算内容

・学習会や体験活動により仲間づくりができ、また人権学習等の場
が持て理解が深まる。
・保護者や地域住民との交流が図れる。
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需用費

台
35

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

24

◎学習会の開催（人権、平和、環境、情報など）
◎体験活動の実施（野菜づくり、制作活動、社会見学など）

少子化の影響により、参加児童数増加は困難な傾向があ
る。

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

(旧)矢生小学校区児童及び保護者

（※対象件数 48

根拠法令・要綱等
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市内の類似施設
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青山支所　青山文化センター

終了年度 平成

評価者
氏　名

藤田　幸一 連絡先
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(内線)

実績

H18 H19 H20

実績値
単位指標設定の考え方

児童の参加が増加することで、健やかに育つ児童の割
合が増になることからこれを指標とする。 人

目標

実績

目標

実績

640
実績 648
目標

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


